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１.はじめに  

1-1.研究の背景と目的 

 1999年の邑面洞機能転換施策により，韓

国の住民自治センター（以下，自治センタ

ーとする）の設置が進められ，2002年まで

に全国で1,700館の設置が完了している。こ

の施設の設置方法には，新築事例もあるも

のの，多くは多施設の転用事例であること，

「邑・面・洞事務所」+「軍隊予備軍」+「自

治センター」の複合施設であることが特色

である。これまでソウル特別市の住民自治

センターの設置機能について明らかにされ

ている。本稿では，ソウル特別市郊外にあ

たる都市の自治センターに設置された機能

の変化について，リモデリング等の再整備

により設置機能に生じた変化ついて明らか

にすることを目的とする。 

1-2.研究の方法 

ソウル特別市郊外地域（広域市の区部，

道の市部，広域市・道の郡部）3種類の地域

を対象に，施設訪問による実態調査をおこ

なう。施設再整備状況では，調査時の室名

称の確認をおこない，2002年に発行された

住民自治センター現状集に記載されている

室名称と2011年の調査との比較により，そ

の際を設置機能の変化として分析する。た

だし，調査事例の8.12.23は施設の存在，施

設機能の移転等より本稿の分析から除く。 

・調査期間：2011年8月29日～31日（3日間） 

・調査方法：施設視察および施設運営者へ

のヒアリング調査 

・調査地域：広域市区部（仁川広域市8事例） 

道の市部（京幾道14事例） 

広域市・道の郡部（京幾道7事例） 

 

２. 室機能の分類 

自治センターに設置されている室を機能 

  表1 調査事例一覧 

 
 

別に分類する方法として，既往研究で行った方

法をもとに行う。分類方法は，施設に設置され 
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図1 施設整備における室機能分類 

 

た室名称から室の設置目的を判断しておこな

っており，この方法により以下のような室名

称の分類をおこない９種類に整理する。 

a学習:インターネット室，コンピュータ室他 

b実習:読書室，音楽室，書道教室他 

c集会:文化教室，会議室，住民自治委員会，

住民サランバン，文化ホール他 

d体育:体力鍛錬室，ストレッチングルーム他 

e多目的:多用途室，多目的ホール他 

f展示:常設展示室，民族展示室他 

g事務:案内室，自治センター事務室他 

h交流:休憩室，民族相談室他 

iその他:多用途室他 

図１では設置されている室機能の傾向を概観

できる。中心となる機能は「学習」である。

これに「集会」「体育」「多目的」が続き，

10年間に現れた変化は施設整備により学習機

能の減少，集会・体育機能の増加である。 

 

３. エリア別の室構成 
広域市の区部の自治センターの室構成を，

整備前後での変化をみると，整備前は「学習」

が30～60％の範囲で全体に設置されている。

整備後「学習」は0～65％まで幅が広がる反面

「集会」「体育」が全事例に設置される増加

がみられ，「多目的」が減少している。「学

習」中心とした室機能構成から施設ごとに要

求機能による独自性が現れたと考えられる。 

道の市部でも似通った傾向がみられる。整

備前の「学習」中心施設から「学習」が消失

する事例も現れるように，50％を下回る施設

が10事例にもなり，それにともない「集会」

を中心とした室構成に変化している。 

広域市・道の郡部では，前の２エリアと比

較して整備前の事例においてもすべてが「学

習」中心とはいえず，整備後は「学習」「集

会」や「体育」も減少する。それに代わり，

「事務」「交流」が増えている。広域市・道

の郡部は，前２エリアとの変化の傾向が異な

る結果が現れたといえる。 

 

  

 
図2 広域市の区部（整備前） 

 
図3 広域市の区部（整備後） 

 
図4 道の市部（整備前） 

 
図5 道の市部（整備後） 

 
図6 広域市・道の郡部（整備前） 

 
図7 広域市・道の郡部（整備後） 

事例数 
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４.整備方法別の室構成 

新築６事例では「10 新谷1洞」のみ新築後

の整備であるが，他５事例の整備前は新築事

例とは異なる建築であるため，整備前と後の

室構成に相違がみられる。新築施設に設置さ

れた自治センターの状況は，それぞれ異なる。

大型複合施設のワンフロアに設置されている

事例（事例3），同一敷地内に別館として新築

施設に設置された事例（事例26，事例28）な

どである。新築の際に設置機能の集約化がお

こなわれていると考える。「10 新谷1洞」は，

新築後の再整備において「学習」間での室機

能の入れ替えはおこなわれているが，「学習」

主体の室構成を継続している事例である。 

転用事例をみると，整備前は20％～60％の

幅で「学習」が占め，さらに「集会」が中心

に設置された施設である。整備後は「学習」

の室設置が半減するが「集会」は大きな変化

はなく，「事務」「交流」が増加している。

その結果，「学習」の設置機能の有無が室構

成に現れている。「学習」で消失しているの

はインターネット関連の情報機能で（事例7，

事例13）ある。また転用事例としているが，

整備により同一敷地内の別館に再度転用して

いる事例では，新築事例のような整備前と後

では大きく設置機能に変化がみられる（事例

25，事例29）。全体として設置されている室

機能数は総数41が38に減少しているのも特徴

である。 

次に，転用事例において整備の過程で増築

がおこなわれた事例では，転用と同様に整備

前は「学習」主体に機能が設置されている。

10事例は25％から65％の幅はあるもののすべ

ての事例に設置されている。「集会」「交流」

も設置機能として整備前にも出現している

が，「交流」も減少傾向であるものの「集会」

「体育」「多目的」は増加する。特に「体育」

は事例数で４倍ほどになる。ただし整備前の

増築した部分には，これらの機能が該当する

事例と予備軍が入ってくる事例がある。「学

習」は１事例を除き消失はしないが50％以下

に減少する。 

 

５.エリアと整備方法の関係 

 ３エリアのなかで，事例数の多い道の市部 

を例にすると，「転用・増築」の整備前後の

室機能が増加する傾向をみることができる。

整備前は学習中心の室構成であるが，整備後

は，各施設の施設要求による室構成に変化し

ている。整備前と比較し，室機能がひと段階

増加していることにより，施設機能にも多様

になっていることがわかる。 

「転用」では室機能数が整備後現使用する

事例もあり，整備方法による設置機能に相違

が生じていることがわかる。 

 
図8 新築事例（整備前） 

 
図9 新築事例（整備後） 

 
図10 転用事例（整備前） 

 
図11 転用事例（整備後） 

 
図12 転用・増築事例（整備前） 

 
図13 転用・増築事例（整備後） 
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図14 道の市部 転用+増築事例（整備前） 

 
図15 道の市部 転用+増築事例（整備後） 

 
図16 道の市部 転用（整備前） 

 
図16 道の市部 転用（整備後） 

 

表2 整備方法別設置機能数 

 
 

６.まとめ 

ソウル市郊外の３エリアにおける自治センタ

ーに設置された室機能は，「学習」が主体となっ

て設置され，施設整備の過程でそれぞれの施設需

要に合わせて設置機能が変化している。この特徴

は広域市の区部，道の市部にも該当する。 

さらに「転用」と「転用・増築」の事例につい

て室構成の変化のパターンを整理してみると，同

じパターンで変化する事例はほぼみられないこ

とがわかる。各施設において根幹となる施設機能

を確保したうえで，施設空間に余裕のある部分で

リモデリングという手法を用い，地域の施設需要

による施設整備がおこなわれている。その際，転

用時点で設置された室構成が根幹となり，次の整

備に展開するが，その設置機能は地域（エリア）

の状況として利用圏域や地域独自の施設需要な

どが影響し，さらに施設利用者の要求の多様性が

このような結果を生じさせていると考える。 

 
表3 室構成変化のパターン 

 
※転用（整備前）の１種類はパターンから除く 
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